
       共 通 審 査 基 準                  

審 査 項 目       共 通 審 査 基 準           

１ 各種保健福祉計画等

との整合性 

 各種保健福祉計画等に適合すること。 

２ 設置地域における当

該施設の必要性 

 設置地域における既存施設の分布状況及び利用状況並びに入所希

望者の数から、当該施設の設置の必要性が認められること。 

３ 用地の確保状況  施設用地を自己所有等の方法により確保できること。 

 また、本市の施策上の必要から市有地の貸与を行う場合には市有

地貸与の基本方針(平成 17 年 6 月 22 日小澤副市長決裁)の貸与基準

に合致すること。 

４ 計画施設の基本プラ

ン 

 計画施設の基本プランが、各施設種別ごとに国要綱（設備及び運

営に関する基準）等で定める最低基準等を満たしているか、満たす

ことが確実であり、規模･規格等が適切妥当なものであること。 

※ この項目の評価にあたっては、特に保健福祉局保健福祉部長等

の意見を聞くこと。 

５ 資金計画  当初自己資金及び借入金償還財源等が寄附等の方法により確保・

確約されていること。 

※ 独立行政法人福祉医療機構以外からの融資は、原則として認め

ない。 

６ 設置主体の事業実績 〔既存法人〕 

 近年の監査指摘状況で重大な問題がないこと。 

〔設立希望者〕 

 法人の設立が確実であること。 

※ この項目の評価にあたっては、特に監査指導室長等の意見を聞

くこと。 

※ 設立代表者が既存社会福祉法人の代表者の場合、原則として新

設法人を設立できない。 

７ 設置主体の役員構成  必要人数、適正な役員構成、特別関係人制限等、「社会福祉法人

の設立及び運営に関する要綱」第４に定める法人の組織運営に係る

要件を満たしているか、満たすことが確実であること。 

８ 準備状況  整備計画(主旨･事業内容･資金計画等)について理事会又は設立準

備委員会の議決を経ていること。 

審査基準の適用方法  上記の各項目を「適」・「不適」の２段階で評価し、１項目でも

「不適」があった場合は不可とする。 
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